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「循環型社会」 と 「持続可能な発展」・覚書

工 藤 秀 明

は じ め に

21世 紀における環境保全 と経済社会の関係,エ コロジー的な社会経済システムのあ り方が

テーマとして論 じられるにあたって,現 在の日本では,「循環型社会」と 「持続可能な発展」と

は,い まや欠 くべか らざる2つ のキーコンセプ トになっているように思われる.分 野や次元の

如何 を問わず,そ のテーマについて書かれ議論される際には必ず といってよいほど,そ れ らが

自明の前提あるいは共通の基礎的了解事項のように見なされて多用 されている.し かしおよそ

広範に普及 し頻用されている概念や用語には,ま さにそうされる中でいつのまにか,意 識的 ・

無意識的な諸要因の複合作用によって,込 められる意味に微妙なズレが生 じ,そ れが拡大 し,

さらには換骨奪胎や意義の逆転 さえ起 きているということが しばしばある.そ のような事態が

生 じている場合,そ れを放置 したままその上 にい くら尨大な議論や論述を重ねて も,そ の有効

性や有益性は甚だ疑問といわざるをえないことになりうる.し たがってそのようなズレや意義

の変化等が生じている可能性の有無については,そ の概念や用語 を使用する議論や論述が盛ん

になる時ほど,し ばし立ち止まり原点を顧みつつ改めて検証する必要があるように思われる.

本稿 は,環 境保全 と経済社会の関係 をめ ぐる言説において頻繁に用い られている2つ のキーコ

ンセプ トに関して,特 にその主流的 ・支配的な 象徴的には環境諸法 ・諸計画における

用語法の起源や意義内容 を問い直し,エ コロジー的社会経済システム論の前提 を確認 しようと

す るものである.

1.「 循環型社会」 と 「脱温 暖化社会」

「循環型社会」を,21世 紀における社会経済制度構想の先導理念とすべ く 「循環型社会形成推

進基本法」が制定 されたのは2000年 である.同 年は政府 によって 「循環型社会元年」と名付け

られ,同 法に基いて翌2001年 から環境省編集になる第2の 白書 として 『循環型社会白書』の刊

行が開始された.そ の 「5年 目の節 目」にあたる同白書の2005年 版は 「循環型社会の構築 に向

けたゴミの3Rの 推進」をテーマ としているが,そ の巻頭言で環境大臣は 「循環型社会づ くり」
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とともに 「脱温暖化社会づ くり」(傍点は引用者.以 下同様)を 「我が国の環境政策の2本 の柱」

と位置づけ,「両者の相乗効果(シ ナジー)を 最大限に発揮するよう,対 策を実施 してい くこと

が重要」であると力説 している.こ れは,環 境省編集になる第1白 書たる同年版の 『環境白書』

が 「脱温暖化"人"と"し くみ"づ くりで築 く新時代」をテーマとして,家 庭 ・学校 ・企

業 ・市民団体 ・地域 ・行政の相互協力による温暖化ガス等の削減 と環境に配慮した社会経済シ

ステム形成を強調 しているの と対応 している.

このように 「循環型社会」に加えて急遽 「脱温暖化社会」が強調されるに至った背景は明 ら

かであろう.

1997年12月 に京都で開催 された国連気候変動枠組条約の第3回 締約国会議(COP3,略 称「京

都会議」)は,先 進産業諸国による温室効果ガスの排出削減に関して具体的な数値 目標を定め国

際公約とする議定書(「 京都議定書」)を 採択 したことによって,そ の意義を高 く評価 されてい

る.し か しその後 も 「55ヶ国以上の締結」 と 「締結 した附属書1国 の1990年 のCO、 排出量が

全附属書1国 の排出量の55%以 上」という2つ の発効条件が容易 には満たされないまま多 くの

年月が流れた.こ の間 ドイツをは じめ とするEUは 全体 として排出削減を進めてきたものの,

最大排出国の合州国が議定書 を離脱 したほか,日 本も対1990年 比6%削 減 を公約 しながらそ

の後も排出を増加させ続け,こ のままでは2010年 には対1990年 比で逆に約12%も 増加 させて

しまうと予想 されている.年 々世界各地で温暖化の進行 に起因す ると推測 される異常な自然現

象や大災害が多 くなっているにもかかわらず,京 都議定書はこのまま無効化するのではないか

と危惧する人々 も少な くなかった.と ころがEU等 の働 きかけも奏効 して2004年11月 にロシ

アが批准 したことによって,3ヶ 月後の2005年2月,つ いに議定書は発効する運びとなった.

京都会議の議長国 として取 りまとめ役を果たした 日本の主務官庁が,た とえ国際公約期間中の

目標達成が実際上は最早いかに困難視されようとも,最 大限の努力を払 う姿勢を示すのはよく

理解できるところであろう.

しか し 「脱温暖化社会づ くり」は 「循環型社会づ くり」に加えて環境対策の 「2本 の柱」 と

して本来位置づけられるべきものなのだろうか.両 者があたか も2つ の別の事柄であるかのよ

うに見なされ,そ れ らの 「相乗効果」の発揮が目標 とされるとき,そ こで考えられている 「循

環型社会」 とは一体 どのようなものなのだろうか.あ るいはそもそも 「循環型社会」をそのよ

うなもの と捉える捉え方と,増 大する温暖化 ガス排出 気象異変 生態系への影響,砂 漠化

促進,海 面上昇による国土水没などグローバルかつ典型的な持続可能性への脅威 の低減 と

いう国際公約 を遵守できずにきたこと,そ してもはや公約達成が困難 とさえいわれる事態を招

いたことは,果 た して無関係なのだろうか.も し無関係ではないのだとすれば,そ の関係の具

体的なあり様 を考えておかない限 り上記のような 「相乗効果」 も到底期待できないことになり

かねまい.で はそ もそも現在主流 となり支配的となっている 「循環型社会」論は,ど のように

して生まれてきたのだろうか.ま ずその検証から始めなければならない.
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2.「 循環型社会」論の胚胎

およそいかなる概念であろうと,名 称や用語が正式に確立 し広 く定着する以前か ら,そ の内

実 をなす考え方その ものについて先行的に議論や研究が行なわれ始め,長 い胚胎期を経なが ら

徐々に姿態形成が遂げられてい くとい うことはよくあることであろう.「循環型社会」論 につ

いても同様のことがいいうるように思われる1).

高度経済成長が最盛の時期 にあった1960年 代 には全国各地で公害問題 も激化 し,そ れへの

対応が重要な社会的課題 となった.そ うした中でその打開策の一つとして,環 境を汚染 し破壊

す る廃棄物の排出を可能な限り減 らし,む しろそれを資源 として再(生)利 用しようという考

え方が生 まれ,様 々な分野で 「資源循 環」を主題 とする研 究が進め られる ようになる.

1970～71年 に大蔵省主計局調査課の委託により渡辺茂東大工学部教授 を主査 として実施 され

た調査研究プロジェク トもその一つで,そ の成果は報告書 『資源循環の総合施策に関する研究』

としてまとめられた.そ こでは特に用途の多いプラスチック,鉄,ア ルミニウムを取 り上げ,

それらの 「生産,使 用,廃 棄 再生のサイクル」を形成し確立 しようと,社 会経済システム内

あるいは工場プロセス内における廃棄物の回収 ・再(生)利 用の現状を総合的に調査分析 し,

技術的 ・制度的な改善策の検討を多面的に行 なっているのであるが,そ の上で,結 論的主張 と

して,「廃棄 という消極的方法」に対 し 「資源循環」という 「積極的方法」の意義をあらためて

顕揚 し,「リサイクル ・システム」の構築 とそれを基礎づける 「リサイクル工学」の体系化の必

要性 を提起するのである2).冒 頭部で,人 間が 自然の循環メカニズムの一環であるという原則

に戻 って考えることが必要であるという叙述があ り,付 録 としてScientific AmericanのBio-

sphere特 集が紹介 されているものの,尨 大な報告書本体ではそれ らとの有機的関係づけは特

に見られない.そ こで専 ら論 じられている 「資源循環」が,社 会経済システム内や工場プロセ

ス内における廃棄物の 「リサイクル」に限定されたものであることは明らかである.

同様の認識はその後の研究でも継承されている.例 えば文部省 「環境科学」特別研究 ・資源

循環領域班(代 表,高 松武一郎京大工学部教授)に よってまとめ られた1979～81年 の一連の報

告集 『資源循環』は,1973年 および1979年 の2度 の 「石油危機」によって,資 源 ・エネルギー

問題が一層重視されるようになったのを反映して,い まや 「資源循環再利用を促進することは,

資源 ・エネルギー問題ならびに廃棄物問題の有効な対策をして社会的に重要な課題にな りつつ

ある」として 「種々の物質 ・エネルギーの資源循環再利用系」3)の現状と改善策を網羅的に研究

しているのであるが,こ こでも主題は社会経済 システム内および工場 プロセス内における資

源 ・廃棄物のリサイクル=循 環利用 に限定 されている.ま たほぼ同時期に,化 学工業協会にも

1)以 下,本 節 と次節 の主 題 に つ い て よ り詳 し くは工藤[10]を 参 照 され た い.

2)政 策科 学 研 究 会[18]pp.177～179.

3)文 部 省 「環 境 科 学」 特 別研 究 ・資 源 循環 領 域 班[14]の 研 究代 表 者 に よる巻 頭 論稿 の 「は じめ に」 よ り.
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廃棄物 ・廃水循環利用専門委員会(委 員長,平 岡正勝京大工学部教授)が 設置され,1983年 に

その調査研究の成果が 『廃棄物 ・廃水循環利用』 として刊行される.そ こでも巻頭言で 「で き

る限 り自然生態系のバ ランスを保つ」努力が必要であるとの認識が示され,そ のために 「排出

→廃棄→処理→処分の流れか ら省資源,省 エネルギーおよびリサイクル社会への移行」が説か

れている4)が,肝 心の本論ではその 「バランス」に関する具体的な研究は見られず,主 題とさ

れている 「循環利用」は専 らやは り社会経済 システム内ない し工場 プロセス内での 「クローズ

ドシステム化」「リサイクル利用」であ り,そ こに視界を絞った技術開発が論 じられている.

1980年 代 も後半に入ると廃棄物問題が質的にも量的にも一層深刻な社会問題になる(「 ゴミ

戦争」という表現が盛んに用いられた)と ともに,環 境 と開発に関する世界委員会の国連報告

書Our Common Futureの 刊行を機 に国際的にも 「持続可能な発展ないし開発(Sustainable

Development:以 下基本的にはSDと 略す)」への要請が高 まっていくが,そ うした中で,設 立

準備が進められていた 「廃棄物学会」が1990年 に正式発足 を迎える.そ してその中心人物の一

人で同年に 『ごみ とリサイクル』 を出版することになる寄本勝美早大教授を座長 として設立さ

れたのが,環 境庁の 「環境保全のための循環型社会システム検討会」(同 年7月)で ある.

3.行 政次元 における 「循環型社会」論

この検討会こそ行政次元で公式に 「循環型社会」 という名称が用い られた最初 とされている

ものであるが,そ の報告書は翌年に刊行された環境庁 リサイクル研究会編 『リサイクル新時代

環境保全のための循環型社会に向けて 』に収められている.こ の検討会の目的につい

て,そ の 「序文」で座長の寄本氏は 「廃棄物を……生か し続けるための 『循環』をめざ」し 「生

産や消費 システムや制度 効率や コス トの真の在 り方を模索」することだとじ),ま たその 「解

説」で編者である環境庁 リサイクル研究会は 「リサイクルを進める社会(『 循環型社会』)の 在

り方を検討するため」と記 している6).報 告書本体は第1章 「環境保全のための循環型社会の基

本理念」,第2章 「環境保全の観点からの循環型社会の必要性」,第3章 「環境保全のための循

環型社会への転換に向けて」の3章 からなる.そ こで言われている 「循環型社会」も一貫 して,

社会システム内に取 り込まれた資源によって生産されたモノが流通 ・消費を経て廃棄物 となっ

ても,そ のままシステム外へ排出されることはなく,再 び出発点に戻 されて原材料 として新た

なモノの生産に活用 ・再利用され,あ るいはいずれかの先行過程で再使用 されていく,そ のよ

うなリサイクルのループが形成 されている社会,シ ステム内でそのような循環が行なわれる社

会 を指 している.そ してそのような再生利用 と再使用 をまとめて 「循環利用」と呼び,そ れを

4)化 学工 業 協 会[5]p。1.

5)環 境 庁 リサ イク ル研 究 会[6]p.6.

6)同 前,p.8.
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促進するための技術的 ・制度的な改善策が講じられているのである.

たしかに第1章 の第2節 では,現 代の経済社会が,自 然資源の賦存量や環境負荷量の制約,

南北間の不公平構造などのために持続困難になってお り,「『持続可能な開発』 を達成するには

……生態系(エ コロジー)の 大循環に適合するよう経済活動の在 り方を考え,具 体化 していか

ねばならない」との認識が示されてはいる7).し かしそうした 「大循環」への適合性 をもって,

目指すべ き社会がここで 「循環型社会」 と呼ばれているわけではない.そ のことは同章に掲げ

られた 「循環型社会の理念図」が,「エ コロジー大循環」とは 「システム境界」によって区切 ら

れ区別された社会システム内部でのモノの反復的流れ(「側流」)を 太 く描 き 「循環」性 を強調

していることにもはっきり示されているように思われる8).

同様の動 きは同 じ時期か ら他の行政次元でも始まってお り,例 えば通産省関係でも,諮 問を

受けた産業構造審議会が,上 記の環境庁の検討会報告書とほぼ同時期に,廃 棄物の回収 ・再生

利用 としてのリサイクルの推進を内容 とする答申を出した.そ してそれは環境庁リサイクル研

究会編 『リサイクル新時代』と同 じく,翌1991年 に 『今後の廃棄物処理 ・再資源化対策のあ り

方 リサイクル社会の構築 を目指 して 』 に収録 されたが,こ の 「リサイクル社会」も前

述の 「循環型社会」 と同義と考えられる.

行政次元においてこのような動 きが始まったちょうど同 じ時期の1992年 に開催 されたのが,

ブラジル ・リオデジャネイロにおける 「地球サミッ ト」であった.「 史上空前」と言われたこの

国際会議の成果は諸種の条約,ア ジェンダ等 としてまとめ られたが,そ こでも中心思想 または

中核理念 とされたのはSDで あった.そ して国際的合意 となったこの思想 または理念の具体

化 ・現実化が各国に要請されることになったのであるが,そ れを受けて翌1993年 に新たに公

布 ・施行されたのが,従 来の公害対策基本法 ・自然環境保全法に代わる 「環境基本法」に他な

らない.以 後のわが国の環境政策 ・環境行政を方向づけることになるこの法律では,「環境の恵

沢の享受 と継承等」に関する第3条,「 環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築 等」

に関する第4条,「 国際的協調 による地球環境保全の積極的推進」に関する第5条 の三者が,「基

本理念」を規定 したものとして強調されているが,特 に第4条 が国際的要請となった前記の中

心思想SDを 直接的に受けるものとして位置づけられていることは疑いない(こ れ らについて

は後 に再度立ち返る).そ して 「環境基本法」という性格か らすれば些か奇異の感を招 きかねな

いに もかかわ らず,「事業者 の責務」(第8条)と して 「再生資源(同 基本法の英訳 版では

`
recyclable resources')」 の使用の促進が謳われているのは,行 政次元 における上述来の

「リサイクル社会」・「循環型社会」を志向する 動向が端的に表出されたものであろう.

そして1994年 にはこの 「環境基本法」に基づいて 「環境基本計画(第 一次)」 が策定される

が,そ の前文でも,「環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会」とともに 「環境への負荷

7)同 前,p.15.

8)同 前,p.16.
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の少 ない循環を基調 とする経済社会システム」が 目指 されるべ き社会 として並記されている.

後者については第2部 「環境政策の基本方針」の 「長期的な目標」において,「経済社会 システ

ムにおける物質循環をできる限り確保することによって環境への負荷 をできる限 り少な くし,

循環を基調 とする経済社会 システム(同 計画の英訳版では`socioeconomic　 system　 based　on

recycling')を 実現する」ことと敷衍 されているが,こ の 「経済社会システム」も上述の 「循環

型社会」ないし 「リサイクル社会」に相当するものであることは英訳か らも確認することがで

きる.

そしてついに2000年6月,「 環境基本法」の基本理念にのっとり,「循環型社会」を21世 紀

の新たな社会経済システムとして提起する新法が制定 されることになる.そ れが 「循環型社会

(Recycling-based　Society)形 成推進基本法」であ り,そ こで も 親法である 「環境基本法」

が 「再生資源(recyclable　resources)」 の使用促進 を重視 していたのと同様一一 「循環資源の循

環的利用(Recycling… …of　recyclable　resources)」 の促進が焦点とされるが,そ の進捗 を年々

跡づけ促すべ く翌2001年 からは環境省の第2白 書 となる『循環型社会白書』の刊行が開始 され,

さらに2003年 には 「循環型社会形成推進基本計画」が策定 されるに至 るのである.

このように,行 政次元における 「循環型社会」論は,前 節で見た遅 くとも1970年 頃から検討

と研究が重ねられてきた考え方を継承するものに他ならない.つ まり自然環境か ら採取 ・導入

した資源 と,そ れを用いて生産 した製品や使用後不要になった廃棄物 とについて,外 部環境に

排出するのをできるだけ減 らし,社 会経済 システム内や工場プロセス内で再使用 ・再生利用す

なわち循環利用を行ないうるようなリサイクルのループを技術的 ・制度的に整備 し発展 させる

ことをこそ目指す ものであろう.

自然のサイクル

太陽
エネルギー

⇒
リサイクル 廃棄物

H20,Cな ど

蓄積

化石燃料
鉱石プール

人類の活動

更新可能な
エネルギー ・資源

更新不可能な
エネルギー ・資源

図1鈴 木編著[17]4頁 「エネルギー ・資源の利用 と自然のサ イクルのかかわ り」
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この主流的・支配的な「循環型社会」のビジョンを最 も明快 に示す ものの一つを,エ ネルギー ・

資源学会 「リサイクル ・システムの総合的推進に関する調査研究」プロジェク トの成果 『リサ

イクル工学 循環型社会の構築 を目指 して 』に見ることができる.こ の大版470頁 にの

ぼる力作は,先 に第2節 の冒頭で触れた 『資源循環の総合施策に関する研究』(1971年)が 提起

し要請 した 「リサイクル工学」の体系化努力の,四 半世紀にわたる蓄積を集約する意義を有す

るものであろう.そ の巻頭でプロジェク ト委員長で編者である鈴木胖阪大工学部長が掲げるの

が図1で ある.産 業革命以来,化 石燃料 ・鉱石プールからの資源の大量導入が進み 自然サイク

ルへの排出が増大 してきた(そ れらを表す線が太 くなって きた)が,今 後はそれ らを抑制(細

く)し 自然サイクルからの資源導入とリサイクルの推進を図る(そ れを表す線を太 くする)べ

きで,そ れこそが 「循環型社会」に他ならないとされるのである.

先の 「環境基本計画(第 一次)」 にも記されていた通 り,「経済社会システムにおける物質循

環 をできる限り確保することによって……循環を基調 とする経済社会 システム」,す なわち リ

サイクルに基づ く社会 としての 「循環型社会」の実現 を図ることは重要であるし,そ れによっ

て資源採取の面で も廃物 ・廃熱排出の面でも 「環境負荷 をで きる限 り少なく」することは必要

であろう.し か し 「できる限 り」とは大変幅のある言葉であ り,"無 理を承知で,あ るいは相当

無理をしても限界まで最大限,徹 底的に"と いう厳 しい意味にもとれれば,"も し無理な く可能

であるならば,そ の可能な範囲で"と いう緩やかな意味にも解 しえないだろうか.そ して図が

示唆するように,社 会経済システムおよび工場プロセスを自然循環 とは独立 した存在とみなし,

その社会経済システム内および工場 プロセス内での資源循環=リ サイクルに注意を集中してそ

れを"最 大限,徹 底的に"推 進 しリサイクルのループを太 くすることこそ,目 指すべ き 「循環

型社会」だと考えるとすれば,そ してその結果として"可 能な範囲で"環 境負荷が少な くなる

ことを期待するのだとすれば,そ こか ら帰結するのは,依 然 として大量生産 ・大量消費的な成

長経済が持続 し,た だそれに対応 し補完する大量 リサイクルのループが整備 されることによっ

て大循環型社会としての大リサイクル社会が出現するということであ りうる.そ うした場合に

は,循 環型社会の形成推進が図られることによって,大 量生産 ・大量消費によるものの上に,

大 「循環」・大 「リサイクル」自体 もエネルギーを大量に使用 しうることも加わって,CO、 等の

排出量は増え続け,温 暖化等が進行 し続けるということになりうるのではないか.そ して現実

にそうなっている.

しか しそれではそ もそも 「環境基本法」制定の主要動因になった筈の国際的な合意であ り要

請であるSDに 違背することになるのではないだろうか.こ れは一体 どういうことなのだろう

か.

そうした事態の背景に国内外にわたる政治的 ・経済的 ・社会的諸要因が複雑に錯綜する現実

があるのは確かであろうし,そ の分析 も必要であろう.し か しここでは,そ のような現実を領

導 し然るべ く方向づけてい く役割 を担う行政 と政策 その拠 となる筈の法律的文書における一
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つの概念の用法に焦点を絞 り,

念そのものである.

問題への接近の緒を探 りたい.そ れは他でもないSDと いう概

4.「 持続的発展」 と 「持続可能 な発展」

先述のように 「循環型社会」論が新世紀の日本の社会経済像を提起するものとして法律上主

題的に明示 されたのは,2000年6月 に制定された 「循環型社会形成推進基本法」においてであ

る.遡 って1994年 に策定 された 「環境基本計画(第 一次)」 にも,実 質上 この 「循環型社会」

を指す 「循環 を基調 とする経済社会システム」の実現が目標 として示されていたことも確認 し

た通 りである.こ の 「環境基本計画」がそれを基礎 として策定 され,ま た前記の 「循環型社会

形成推進基本計画」がその 「基本理念」にのっとって作 られた大本の親法は,1993年 に公布 ・

施行された 「環境基本法」に他ならない.く り返す ように 「環境基本法」は,前 年1992年6月

に開催 されそこで取 りまとめ られた条約等が国際的公約 として各国に履行要請されることに

なった 「地球サ ミット」を受けて,日 本の環境政策 ・行政全体の基本方向を根本的に再設定す

るためにこそ策定されたものである.そ してこの 「環境基本法」および 「地球サ ミット」の中

心思想または中核理念であるSDを 次世紀に向けた新 たな重要思想 として全世界に最初に提起

したのが,1987年 の国連報告書Our Common Futureで あったことも既述の通 りである.

このSDに ついては当初か ら多様 な解釈が行なわれ議論を喚ぶ ものであることはその報告書

それ自体 も認めるところであった.そ れは,こ の概念 を日本語で表現する際どのような訳語を

当てるべ きかに関する見解の分岐 として も現れた.主 なものだけでも`Sustainable'に ついて

は 「持続可能」「持続的」「永続可能」「永続的」「維持可能」などが,ま た`Development'に つ

いては 「発展」と 「開発」とが挙げられ,し たがって単純な組合せ計算からでも,た だ一つの

概念に対 して5×2=10通 りもの訳語が当てられ うることになる.そ うした中からどの訳語

を選ぶかはまさに概念 内容そのもの,そ の思想的内実それ自体の理解に関わるが,こ こでは

`S
ustainable'に ついて最も多 く用い られていると思われる 「持続的」と 「持続可能な」の2つ

の訳語に焦点を絞って若干の考察 を試みたい.

前者の 「持続」は,そ れ自体を日本語 として理解すれば 諸種の国語辞典に記されている

ように"あ る状態がそのままいつまでも続 くこと"を 意味 し,そ れが形容詞 として使用さ

れる場合は修飾 している概念に,そ の概念内容が従来と変化することなく以後もそのままの状

態で続いてい くという意味を付加することになるのであろう.し たがってSDのSを 「持続的」

と訳す場合には,「発展」「開発」いずれにせ よ,そ れが変わらぬ状態でそのままずっと続いて

い くというニュアンスで通常は解釈 されるであろう.そ してそのように内実を問わずニュー ト

ラルに解釈 される 「持続的発展」はやがて,例 えば10%前 後 もの高度成長ではないが,マ イナ

スやゼロ成長ではなく数%で 延び続ける安定した"持 続的成長"と いう意味で用いられること
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になっていきうるのではあるまいか.そ してこのような意味で使われる 「持続」であるならば,

その英訳はむしろcontinuedの 方が相応 しいか もしれない.

それに対 して,後 者の 「持続可能」は それまでの通常の日本語ではそれほど頻度の高い

用法ではなく,い かにも翻訳語 といった色彩が濃いように思われるが,そ れが形容詞とし

て付 される概念について,ま ず何 よりも,従 来の状態,こ れまでのあ り方がもはや続けること

ができない,そ のまま持続 し維持することは不可能であるということを反射的 ・反照的に強 く

示唆していよう.そ うした反照の中で,も はや持続するのが不可能であるのが明 らかになった

従来のあり方と断絶 し,そ れ とは区別された異質 ・別種のという意義を,そ の概念に付加する

ことになるであろう.し たがってSDのSを 「持続可能な」と訳す場合は,「発展」「開発」いず

れにせよ,従 来のあり方がもはや持続することが不可能であるという認識の上に立って,そ れ

とは断絶 した異質 ・別種の新たな発展 ・開発のあ り方 を呈示するという意義を,強 く提起する

ことになるように思われる.

より内容に即するために原点に立ち帰って要点を確認 したい.Our Common Futureの 序章

部 「一つの地球か ら一つの世界へ」には端的に次のように記されている.

現在の開発の趨勢 〔従来的な開発 ・発展のあ り方〕の多 くは,〔A〕 ますます多数の人々を

貧困化 させ,ま た 〔B〕環境の荒廃 をもらたらしている.こ のような開発では,〔C〕 今 日の

2倍 の人々が現在 と同 じ環境に依存する次世紀の世界を維持することは不可能なのではな

いか9).

富める国,貧 しい国を問わず,人 類の進歩 を守 り維持 し,ニ ーズを充足 し,抱 負を実現するために

行 なわれている現在 の努力 〔従来的な開発 ・発展のあ り方〕の多 くは,全 くの ところ持続不可能

(unsustainable)で ある1°).

つまり現在 まで続けられてきた従来的な発展 ・開発のあ り方の大勢は,〔A〕世界の多 くの人々

を貧困化させていること,〔B〕環境を破壊 し荒廃 させていること,ま た 〔C〕将来世代が生存を

維持 しえなくなるようにしていること,こ れら3点 の理由か ら,こ れ以上持続することはで き

ない,も はや持続不可能である,と 判断されているのである.だ からこそそうした現在 までの

発展 ・開発 とは断絶 した,異 質 ・別種の発展 ・開発のあり方をそのものとして論 じる章 「SDに

向けて」は,次 のような定義的な記述によって始められる.

SDと は,〔C〕 将来世代がそれ 自身のニーズを充足する能力を損なうことな く現在世代の

9)WCED[22]p.4.訳 書p.23.〔 〕 内 は 引 用 者.以 下 も 同 様.

10)同 前,p.8.訳 書p.28。
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ニ ーズを充足す る ような発展 であ る.そ こには2つ の枢要 な概 念が 内含(contain)さ れ て

い る:

・〔A〕 「ニ ーズ」
,特 に,全 て に優先 され るべ き世界 の貧 しい 人々に とっての不 可欠 な

ニーズ,と い う概 念,そ して

・〔B〕テ クノロジーや社会組織 の あ り方 によって規 定 される
,現 在 お よび将 来のニ ー

ズを充足す る環境 の能力 の限界 とい う考 え方").

現在まで支配的であったが もはや 「持続不可能な」発展 ・開発 と,そ れとは異質 ・別種のこ

れから創出されていくべ き 「持続可能な」発展 ・開発 これ ら両者を峻別するポイントが

いま一度確認してお きたいが,① 将来世代のニーズ充足能力の保障 〔C〕,②世界の貧 しい

人々のニーズの優先的充足 〔A〕,③環境能力の特徴と限界の尊重 〔B〕,の3点 にあると考えら

れていることは,以 上からも明らかであろう.

このようにOur Common Futureの 原点におけるポイン トを確認した上で,再 度先ほどの訳

語の問題に戻ると,内 実を問 うことのないいわばニュー トラルな 「持続的発展」は,お よそそ

うした要諦を想起させに くいもののように思われる.否 それ どころか,現 在 までの発展 ・開発

のあ り方をそのまま変えることなく続けていく(continue)と い う意味にさえ解釈されえ,そ

の場合,実 質的には本来 「持続不可能」 と判断され合意された筈の発展 ・開発を今後 も続ける

ということを意味 してしまいかねないのではあるまいか.し たがってそ うした危険性を回避す

るためには,も しSDを 指すもの として敢 えて 「持続的発展」という訳語を用いる場合には,そ

れがそれ 自身の内に前記の3つ のポイントを包含 した概念であることを十分 に明記 した上で,

少な くとも同一政府の同一省庁が作成 し公表する同一文書お よび同種 関連文書においては一貫

して同 じ用語,同 一の概念で通すという姿勢 をとるべ きであろう.

1993年 の 「環境基本法」に戻る.再 度 くり返すが,こ の法律は,Our Common Future(1987

年)で 提起 された重要思想 としてのこのSD,そ れを中心思想または中核理念 として開催 され

た 「地球サ ミット」(1992年),そ こで新世紀に向けた国際的合意 ・国際的公約として各国の施

策における具体化要請が行なわれたのを受けて,日 本の環境政策全体の基本方向を再設定する

ために策定 された ものであった.

その 「環境基本法」でSDは どう位置づけ られているだろうか.先 に触れたように 「基本理

念」を示す という3つ の条項のうち,第3条 「環境の恵沢の享受 と継承等」には 「環境の保全

は,… …環境が,人 間の活動による環境への負荷によって損なわれるおそれが生 じていること

にかんがみ,現 在及び将来の世代の人間が健全で恵み豊かな環境の恵沢を享受するとともに人

類の存続の基盤である環境が将来にわたって維持されるように適切 に行なわれなければな らな

ll)同 前,p.43.訳 書p.66.
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い」 と述べ られて いる.そ して第4条 「環境へ の負荷 の少 ない持続 的発展 が可能 な社 会の構築

等 」 には,こ の条項 タイ トルに対 応す る文言 と して 「環境へ の負荷 の少 ない健全 な経 済の発展

を図 りなが ら持続的 に発 展す るこ とがで きる社 会 ……」 とい う記 述が ある.条 項 タイ トルお よ

び この引用箇 所 につ いて環境省(「 環境 基本法」 策定時 は環境 庁)に よる英訳 を挙げてお けば,

`C
reation of A Society Ensuring Sustainable Development with Reduced Environmental

Load'お よび`a society… …where・ … ・・sustainable development is ensured by fostering sound

economic development with reduced environmental load・・・…'(下 線 は いず れ も引用 者)と

なって いる.そ して第5条 「国際的協調 による地 球環境保全 の積極 的推 進」で は,「 ……我が 国

の経 済社会 が国際的 な密接 な相互 依存 関係 の中で営 まれてい る ことにか んがみ,地 球環境 保全

は,我 が 国の能力 を生 か して,及 び国際社会 にお いて我 が国 の占め る地位 に応 じて,国 際的協

調 の下 に積極 的 に推 進 されなけれ ばな らない」 と記 されて いる.先 にSDの 要 諦 と して確 認 し

た3つ の ポイ ン トの うち,① 将 来世代の ニーズ充足 能力の保障 が第3条 に,③ 環境能力 の特性

と限界の尊重 が第3条 と第4条 に,若 干希 薄化 された表現 なが らも要素 として読み取 りうるよ

うに思 われる.そ れ に対 して②世 界の貧 しい人 々のニーズの優先 的充足 とい うポ イ ン トは,条

項 として対応 して いるの は第5条 であ る筈 だが,そ こにその要素 を読 み取 るのは困難 であ る12).

しか しそ うした希薄化 や欠落 もさ りなが ら,問 題 は,国 際 的要 請 となった中心思想 を国内 で

具体 的 に履 行 し現 実化 して い く際 の拠 となる根 本 法の 中で,そ の 中心思想 その もの,SDの 概
　 　

念それ自体が 「内含(contain)」 していた筈のポイントを あたか もSDと 並立する別事項で

あるかのように一 外在化 されて,採 用された 「持続的発展」 という訳語が,先 述 したような

意味で一層ニュー トラルに解釈 され易 くなっていることであろう.し か もその訳語が条項タイ
　 　

トルで一一一見 しただけでは「持続可能な発展」と同義的に読み取 って しまいかねない 「持

続的発展が可能な」 という用い方をされ,さ らに対応する条項本文では 「持続的に発展するこ

とができる」と換言 されているとすれば,そ れはもはや,内 実を問わない全 くニュー トラルな

用語 になって しまわないだろうか.敢 えて厳 しい表現 をすれば,そ こではSDが 完全に換骨奪

胎あるいは意味変換 され,要 諦 として 「内含」 していた筈の諸要素を喪失 し,無 概念化ない し

没概念化 してしまっているとさえ言いうるかもしれない.

当然といえば当然のことなが ら,同 様のことが,こ の 「環境基本法」に基づいて翌1994年 に

策定された 「環境基本計画(第 一次)」 についても見られる.そ の前文では,「大量生産 ・大量

12)こ れは 「環境基本法」の 「基本理念」なのであって,② 〔A〕的要素が欠落しているとしても,そ れはむ

しろ 「開発援助」という他省庁の課題だからである,と いう弁明が出されうるかもしれない.し かし1972

年にストックホルムで開かれた 「国連人間環境会議」を継いで,当 初,第2回 「国連人間環境会議」とし
　 　

て開催が目論まれたリオ会議が,「国連環境開発会議」と改称してようやく開催に漕 ぎ着きえた経緯をあら

ためて回顧するまでもなく,現 代では 「環境と開発 ・発展」は不離 ・不可分のものであろう.そ してOur

Common Futureで 提起されたSDは,ま さにそのことをこそ国際的に宣言し確認する思想 ・概念であった

ことは,本 文で見た通 りである.
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消費 ・大量廃棄型の社会経済活動や生活様式」を 「問い直」し,「環境への負荷の少ない持続的

発展が可能な社会に変えてい く」 ことが謳われているが,そ れはす ぐ後に出て くる 先にも

触れた 「環境への負荷の少ない循環を基調とする経済社会システム」の実現 と重なるもの

であろう.こ こには,「循環型社会」が,従 来 「大量廃棄」 されて きたものを 「循環」「リサイ

クル」することによって実現 しうる 「持続的発展が可能な社会」 として構想 されているのを読

み取 ることもできよう.

しか し当然のこととは言い難い,用 語の重要な使い分けがこの 「基本計画」に存在する.そ

れは,一 方で専 ら日本 自身に関わる場合には一貫 して 「持続的発展」「持続的発展が可能な」「持

続的に発展することができる」 と記述されていなが ら,他 方で国際社会,世 界,人 類全体に関

わる場合には専 ら 「持続可能な開発」 と記述 されている,と いうことである.例 えば前者につ

いては,第1部 「計画策定の背景 と意義」の第1節 「環境問題の動向」や第2部 「環境政策の

基本方針」の第2節 「長期的な目標」の中で,「我が国」に関わることとして先述と同様の 「環

境へ の負荷の少 ない持続的発展が可能な社会」「環境への負荷の少ない健全 な経済の発展 を図

りなが ら持続的に発展することのできる社会」という記述が繰 り返されている.と ころが他方,

後者については,同 様の箇所で 「1992年(平 成4年)に 国連環境開発会議が開催 され,持 続可

能な開発を実現 していくための国際社会の合意を見た」と記され,ま た 「世界各国は持続可能

な開発を進めてい く必要性 を認識する点で一致 している」 と述べ られているのである.

類似の使い分けは2000年 に策定された 「環境基本計画(第 二次)」 にも見ることができる.

ここでは煩瑣 を避けるため後者については確認するに留めたいが,例 えば 「持続可能な開発を

国際的な合意とし……」,「人類の持続可能な発展」(前 文),「 人類社会の持続可能な発展」(第

1部 「環境の現状 と環境政策の課題」第1節 「環境の現状」),「地球全体の持続可能な発展」(第

2部 「21世紀初頭における環境政策の展開の方向」第2節 「持続可能な社会の構築 に向けた環

境政策」)といったように,「持続可能な開発」「持続可能な発展」は国際社会,人 類 人類社会,

地球全体に関わる場合に使用が限定されてお り,「私たち」「わが国」に関わる場合には専 ら「持

続的発展」が用い られている.特 に第2部 第2節5の 「地域段階から国際段階まであらゆる段

階における取組」に至っては,同 一のセンテンスの中で 「地球全体の持続可能な発展を目指す

取組 は,地 域 〔この場合,文 脈から第一義的に指示されているのは日本の地域と考えられる〕

の持続的発展 を目指す取組によって,は じめて成 り立つものであ ります」 というように区別さ

れているのである.

このように 「環境基本法」以来,日 本 自身に直接的 ・第一義的に関わる箇所では,発 展 ・開

発それ自体の内実の問い直 しを迫 りはしないニュー トラルな 「持続的発展」「持続的発展が可能

な」「持続的に発展することがで きる」を専 ら用い,「持続可能な発展」「持続可能な開発」は人

類 ・地球全体が関わる国際的合意に限定することは,果 た してどのような意味をもつのだろう

か.同 一政府の同一省庁が作成 し公表する同一の文書および同種の関連文書 において,否 その
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中の同一のセンテ ンスにおいてさえ,こ のように用語法が区別 されるとすれば,そ れは,執 筆

者の直接的意図の如何 とは別に,前 記の3つ のポイントを要諦するSDは,国 際的次元におけ

る総論的課題ない し一 先進国とは無関係な一 途上諸国固有の課題であって,日 本 自身の経

済社会については,大 量生産 ・大量消費に従来伴ってきた大量廃棄を今後は 「循環」=「リサイ

クル」させる 「循環型社会」を構築することによって,そ の ような制度 ・システムを付加 し整

備することによって,こ れまでとそれほど変わらない 「持続的発展」を維持できる,従 来同様

「持続的に発展することがで きる」と述べていることにならないだろうか.そ うしたメッセー

ジを送る可能性 はないだろうか.あ るいはそのような 「持続的発展」を可能にするためにこそ,

同一省で第2の 白書を刊行 してまで 「循環型社会」の形成を推進 しようとしているという批判

的な見方を,失 当と言い切れるだろうか.「 環境基本計画(第 一次)」前文中における,「環境へ

の負荷の少ない持続的発展が可能な社会」および 「環境への負荷の少ない循環を基調 とする経

済社会システム」 という,先 に触れた連続的記述は,む しろそのような見方に1つ の根拠を与

えることにならないだろうか.あ るいは,そ のような見方こそ至当であり正鵠を得るものであ

るということになりはしないだろうか.

5.「 循環型社会」 と 「持続可能 な発展」

前節では 「環境基本法」(1993年),「 環境基本計画(第 一次)」(1994年),「 環境基本計画(第

二次)」(2000年)に おけるSDの 解釈および用語法に孕 まれる問題を見てきたが,「循環型社会

形成推進基本計画」が策定 ・公表されたと同年の2003年 に高月紘廃棄物学会会長が表明した次

のような 「危惧」は,同 質の問題 を 「循環型社会」の側か ら洞察されてのことではあるまいか.

何故 「循環型社会」では不充分か といえば,現 在 日本が 目指 している循環型社会は真の意

味の循環型社会,す なわち持続可能な社会とは異な り,単 なる 「大 リサイクル社会」に向

かっているのではないか危惧するか らである13).

そして 「真の意味の循環型社会,す なわち持続可能な社会」を目指すべ きだとすれば,そ の

際には,第2節 で見た 「循環型社会」論が胚胎 しやがて主流を形成していった同時期に,そ れ

と並行する形 で もう一つ別種 の 「循環型社会」 正確 には 「自然諸循環に内在する社会

(Society　Embedded　 in　Natural　Cycles)」 としての 「循環内社会」 を追究し続けてきた異

色の学際的集団における議論が,参 照されるべ き高い価値を有するものの ように思われる'4).

13)高 月[20]

14)学 会 設 立20周 年 を記 念 して 出版 され たエ ン トロ ピー 学 会編[1][2][3]に そ の成 果 の 一 端 を見 る こ と

が で きる.そ れ らの整 理 ・分 析 ・解 読 を試 み た もの と して 工藤[12][13]も 参 照 さ れ たい.
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図2井 野[3]101頁 「地球 システムのエン トロピー論的把握」

ここではその学際的集団すなわち 「エ ントロピー学会」の中心的メンバーによる一葉の図を掲

げ稿 を締め括ることにしたい.

その筆者井野博満氏によれば,こ の図(図2)が 示しているのは次のことである.す なわち,

地球 システムにおいては,太 陽から送 られて くる低エントロピーのエネルギーによって大気や

水などの諸種の循環運動が生 じるとともに,植 物 ・動物 ・微生物 などの諸生物主体が固有の生

命活動を行ないつつ相互に連関しあって諸種の地域的な自然循環 を形づ くっている.そ してそ

れら諸々の運動や活動の総和 として地球システム全体のエコロジー的な物質 ・エネルギー循環

が形成され,そ こで高エン トロピー化 したエネルギーは,大 気 ・水 などの循環によって宇宙空

間に放出されることでシステムとしての定常性が維持 されている.人 間の社会経済システムや

技術的 ・制度的な 「人工 リサイクル」 も,こ れら諸種の自然循環の持続を大前提 とし,そ れ ら

独 自の循環の論理や特質や法則を尊重 し,そ れらに内在的に即す ることによって初めて持続可

能なもの となる15).こ の図に示された大小様々な自然循環の持続こそ 〔C〕将来世代にそのニー

ズ充足能力を保障する最 も根源的なものであ り,世 界の各地域におけるエコロジー的循環の再

生 ・回復こそ 〔A〕優先 されるべ き貧しい人々のニーズ充足の基本条件であり,ま たそれらのい

ずれも 〔B〕自然諸循環の特質や環境能力の独 自の限界 を尊重することによって初めて実現 し

うるものであろう.そ の意味でこれら自然諸循環に内在する社会 としての真の 「循環型社会」

こそ,本 来のSDと しての 「持続可能な発展」を進める社会であって,「脱温暖化社会」もそこ

において初めて実現 される筈のもののように思われる.

参考文献

[1]エ ン トロ ピー 学 会 編,『 「循 環 型 社 会 」 を 問 う

一 生命 ・技術 ・経 済一 』 藤 原 書 店 ,2001.

[2],『 循 環 型 社 会 を創 る一 技 術 ・経 済 ・

政 策の 展 望一 』 藤 原 書 店,2003.

15)井 野[4]pp.100～102.



[3],『 循 環 型 社 会 を実 現 す る た め の20の

視 点』 エ ン トロ ピー学 会 事務 局,2003.

[4]井 野博 満,「 技術 で き る こ と ・で き ない こ

と」 エ ン トロ ピー学 会[1]pp.94～ll3.

[5]化 学 工 業 協 会 「廃 棄 物 ・廃 水 循 環 利用 」専 門委

員 会 編 『化 学 工 業 シ ンポ ジ ウ ム シ リー ズ3廃

棄 物 ・廃 水 循 環 利用 』 化 学工 業 協 会,1983.

[6]環 境 庁 リサ イ クル研 究会 編 『リサ イ ク ル新 時

代 環 境 保 全 の た め の 循 環 型 社 会 に 向 け て

』 中央 法 規,1991.

[7]環 境 省 編,『 平 成17年 版 環境 白書 』 ぎ ょうせ

し、,2005.

[8],『 平 成17年 版 循 環 型社 会 白書』 ぎ ょ

うせ い,2005.

[9]環 境 法 会研 究 会 編 集,『 環 境 六 法(平 成17年

版)』 中央 法 規,2005.

[10]工 藤秀 明,「 エ コロ ジ ー経 済 学 に お け る循 環 概

念 の ため に 環 境 経 済 学 の新 た な ビジ ョ ン に

向 け て 」『千 葉 大 学経 済 研 究』第19巻 第2号,

2004.

[ll],「 リサ イ ク ル に基 づ く社 会(循 環 型 社

会)と 自然諸 循 環 に内在 す る社 会(自 然循 環 内 社

会)(1ト ー一 エ ン トロ ピー学 会 設 立20周 年 に よせ

て 一 」 『千 葉 大 学 経 済 研 究』 第19巻 第3号,

2004.

[12],「 リサ イ ク ル に基 づ く社 会(循 環 型 社

会)と 自然 諸循 環 に内在 す る社 会(自 然循 環 内 社

会)(2ト ー一エ ン トロ ピ ー学 会 設 立20周 年 に よせ

て 一 」 『千 葉 大 学 経 済 研 究』 第19巻 第4号,

2005.

[13],「 リサ イ ク ル に基 づ く社 会(循 環 型 社

会)と 自然 諸循 環 に内在 す る社 会(自 然循 環 内 社

会)(3)一 一 エ ン トロ ピ ー学 会 設 立20周 年 に よせ

て 一 」 『千 葉 大 学 経 済 研 究』 第20巻 第1号,

2005.

[14]文 部省 「環境 科 学 」特 別 研 究 ・資 源循 環領 域 班,

(「環 境 科 学 」研 究 報 告 集,B9-R33-1),1979.

[15],『 資 源 循環 』(「環 境 科 学 」特 別 研 究,研

究 報告 集,B44-R33-1),1980.

[16],『 資 源循 環』(「環 境 科 学 」特 別 研 究,研

究 報告 集,B68-R33-4),1980.

[17],『 資 源循 環』(「環 境 科 学」 研 究 報 告 集

B90-R33-5),1981.

[18]政 策科 学 研 究 会,『 資源 循 環 の 総合 施 策 に関 す

る研 究』(10-40-02-2,ISP-CR-70-04),1971.

[19]鈴 木胖 編 著,『 リサ イ クル 工学 一 循 環 型社 会

の構 築 を 目指 して一 』(「 リサ イ ク ル シ ス テ ム

の 総 合 的 推 進 に 関す る調 査 研 究」 研 究 プ ロ ジ ェ

ク ト)エ ネル ギ ー ・資 源学 会,1996.

[20]高 月紘,「 〈年頭 所 感 〉 「循 環 」か ら 「持続 」へ 」

『廃 棄 物 学 会誌 』VoLl4
,No.1,2003.

[21]通 商 産 業 省 立 地 公 害 局 編 『今 後 の廃 棄 物 処

理 ・再 資 源化 対 策 の あ り方 リサ イ ク ル社 会

の構 築 を 目指 して 』 通 商 産 業調 査 会,1991.

[22]World　 Commission　 on　Environmentand　 De-

velopment,0ur Common Future,Oxford Uni-

versity Press,1987.

大 来佐 武 郎 監修 『地球 の未 来 を守 るた め に』福 武

書 店,1987.

[23]寄 本 勝 美,『 ごみ とリサ イ クル』岩 波 新 書,1990.

参 照Website(http://)

[1]law.e-gov.go.jp/htmldata/HO5/HO5HOO91.

html

[2]www.env.go.jp/en/lar/blaw/chl.html

[3]homepage2.nifty-com/ron.2001/law/law/

kankyo-K.html

〔付記.本 稿の校正段階で,第37回 中央環

境審議会 ・総合政策部会(2006年1月30日

開催)に 資料 として提出された 「第三次環境

基本計画(案)」 について,同 部会の直後に見

る機会 を与 えられた.通 読 した限 り,「持続

的発展」 と 「持続可能な発展 ・開発」に関す

る本論で述べたような使い分けが依然 として

行 なわれてい る.日 本国内の問題 に関 して

も,「社会」「地域」等々については 「持続可

能な」が頻繁に冠せ られているにもかかわ ら

ず,中 心概念である肝心のSDに ついては専

ら 「持続的」のみが用いられ,「 持続的発展」

「持続的な発展」 と記 されている.「持続可

能な発展 ・開発」は,一 貫して,や は り人類

全体 ・国際社会そして途上諸国の課題 に限定

されているのである.用 語法のこのような不
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自然な区別=使 い分けが,問 題の核心を衝 く

真 に実効ある施策の構想や思考の深化を妨げ

ることは果たしてないのだろうか.も し些か

でもあるとすれば,そ れはもはや個々の担当

官の責ではな く,1993年 以来,環 境政策 ・行

政の根本法 としてそ うした事態を誘発 し,あ

るいはむ しろ必然的 に生起 させ続 けて きた

「環境基本法」第4条 等の諸条項それ自体の

問題にほかならず,し たがってその改訂 こそ,

まず検討 されるべ き事柄 なのではあるまい

か.〕

(2005年ll月30日 受領)
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